
内 容 部数 提 出 先 出勤簿の表示

旅行命令（依頼）簿　　※開催要項添付

◎県外・宿泊・初任者研・5年研・10年研は事後に復命書を提出

休暇等承認申請（請求）簿

◎午前のみは8:15～12:15、午後のみは12:15～16:45(取得は4時間)

休暇等承認申請（請求）簿　　※１日単位で５日間（分割可能）

◎６ヵ月以上任用される臨時職員にも付与されます

休暇等承認申請（請求）簿　　※１～12月で３日間

◎理由（　　）に、「イ-20」や「エ-施設利用」などと記入する

休暇等承認申請（請求）簿　　※１日単位で通常は５日

ボランティア休暇活動計画書　様式第34号

校長 職務専念義務免除願出書　様式第38号その1（個人用） 2 教職員課

その他 職務専念義務免除願出書　様式第38号その4（連名用） 1 学校長

学校長 年休

学校長 特休

特休

静教研、教科・教科外主任者会、
初任者研、5年研、10年研等

1 学校長 出張

家族休暇 1 学校長

年次有給休暇 1

夏季休暇 1

提 出 書 類

教職員体育大会 義免

ボランティア休暇
（東日本大震災については裏面を
お読みください）

1 学校長 特休

45分間の休憩を含みます

その他 職務専念義務免除願出書　様式第38号その4（連名用） 1 学校長

職務専念義務免除願出書　様式第38号その1（個人用）

　　　　　　　　　　　　　　　又はその2（連名用）

事前：研修承認願出書　様式第39号

事後：研修報告書　　　様式第40号

不明な点は事務職員に 職務専念義務免除願出書　様式第38号その3（個人用）

お聞きください。                               又はその4（連名用）

H23.7.1 教員免許状認定講習、 事前：研修承認願出書　様式第39号

大学等における司書教諭講習会 事後：研修報告書　　　様式第40号

大学の通信教育の課程、

社会教育主事講習会

栄養教諭免許取得の認定講習、

介護講座（共済組合主催）

職務専念義務免除願出書　様式第38号その3（個人用） 1

職務専念義務免除願出書　様式第38号その1（個人用）

1

1

2

学校長 義免

2 教職員課 義免

生活習慣病検診、指定年齢検診、
婦人科検診、人間ドック、脳ドッ

教職員課 義免

1 学校長 研修その他

校長・事務 2 教職員課

研修 or 年休

学校長 研修

義免

教員免許更新制に係る
　　　　　免許状更新講習

1 学校長 義免

静岡地区教育講演会
（8/2　静岡市民文化会館）

スクーリング・集中講義、

10日目まで

11日目以降

職務専念義務免除願出書　様式第38号その1（個人用）

研修（事前：研修承認願出書、事後：研修報告書）
又は年次有給休暇扱いとなる

学校長

職務専念義務免除願出書　様式第38号その3（個人用） 1 学校長 義免婦人科検診、人間ドック、脳ドッ
ク等



 

 

 

 

 

 東日本大震災の発生に伴い、静岡県では平成23年 5月 17日に「勤務時

間規則の特例に関する規則等」が制定されました。 

 

【制定の概要】 

 東日本大震災の被災者支援のためのボランティア活動への職員の参加

を容易にするため、特例措置が設けられました。 

 

【特例措置の内容】 

 被災地 周辺地域 被災者受け入れ地域（新設） 

現

行 
５日以内 なし（対象外） 

特

例 

７日以内 

東日本大震災に

際し災害救助法

が適用された市

町村（東京都の

市町村を除く） 

５日以内 

（現行に同じ） 

５日以内 

東日本大震災の被災者を受

け入れている地域（被災者

の避難先として提供されて

いる施設のある市町村及び

特別区） 

 

【対象となる被災者支援活動】 

 ・被災者生活関連物資の配布 

・炊き出し 

・避難場所での世話 

・がれきの除去    …等 

 

 【取得単位】 

 １日単位。分割で取得できるので、週末と組み合わせることで11

日間連続の活動も可能です。 

 

《取得例》 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 

① 週休 週休 ② ③ ④ ⑤ ⑥ 週休 週休 ⑦ 

 

申請１            申請２            申請３ 

（このケースの場合、３回の申請が必要です） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特例の効力】 

平成２３年１２月３１日までです！ 

ご注意ください！！ 

通常のボランティア休暇とは別に取得できるのではなく、東

日本大震災に際し災害救助法が適用された市町村（東京都の市

町村を除く）での活動に限って休暇の上限が引き上げられるの

で、休暇の取得順序によっては取得日数に差異が生じます。 

 

ア：他の事由で２日取得後、東日本大震災被災地での活動へ取

得可能日数  → ７日－２日＝５日以内 

イ：東日本大震災被災地での活動で3日取得後、他の事由への

取得可能日数 → ５日－３日＝２日以内 




